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2C14 技術のニーズ 主導への転換 
一 高度メンテナンス、 ンステム検討の 事 め ?// から 一 

0 朝倉紙治 ( エンジニアリンバ 振興協会 ) , 垣田行雄 ( 日本システム 開発研究所 ) , 
佐藤信義 ( 旭 エンジニアリンバ ) , 小林秀司，吉岡 孝 ，後藤芳一 ( 経 産省 ) 

1 . はじめに 

少子高齢化、 環境問題、 低成長経済等の 社会的課題が 生じている。 これら課題 
に 共通するのは、 経済社会が成熟するとともに、 社会や需要側の 構造が変化し、 

新たなニーズを 生んで い るということであ る。 

経済が大きく 成長していた 時代には、 性能や費用対効果に 優れた製品の 供給を 
行うという要請が 大きく、 そこでは、 技術シーズを 開拓するという 対応が中心で 
あ った。 技術指向の対応は 、 ①課題と対策の 因果関係が明確であ る、 ②利害関係 
者の範囲が特定しやすい、 ③直接的な手段で 対応できる、 という性格を 持ちハ一 
ドの 開発を中心とした、 比較的単純な 手法で実施することが 可能であ った。 
- 方、 冒頭にあ げたような課題は、 今日明日というレベルの 緊急性はないもの 
の、 対応を怠っていると 着実に事態を 悪化させるという 性格を持つ。 その背景に 
は 、 ①多くの要因が 複合して生じている、 ②関係者が広い 範囲にわたる、 ③実効 
のあ る対策を進めるには 技術だけでなくより 広範囲な仕組みが 必要、 という性格 
があ る。 そこでは課題に 対応して、 新しいアプローチを 求められる可能性があ る。 
メンテナンスは、 そうした課題の 一つと考えられる。 メンテナンスに 関連して 
新しいアプローチを 行い H 1 6 年度の概算要求に 計上できたので 報告する。 
2 . メンテナンスの 現状と課題 

産業施設や社会インフラの 維持管理の重要性は、 これまでも折に 触れ指摘され 
てきた。 高度成長期、 バブル経済期に 利便性を求めて 建設された産業施設 ( x ネ 

ルギーや製造プラント 等 ) や、 社会インフラ ( 橋梁、 道路、 港湾、 トンネル、 建 
薬物 等 ) は 2 0 0 0 兆円 ( 図 1 人 2 5 0 億トン ( 図 2 ) にも上る。 これらが、 

次々と老朽化し、 更新期を迎えている。 一方循環型社会の 実現の要請 ( 廃棄物の 
抑制 : 図 3 ) から、 従前のスクラップ・アンド・ビルドによる 対応には限界が 生 
じている。 従って維持管理について 工夫する必要があ る。 
一方メンテナンスの 重要性について 

( 図 1 ) 日本の産業資本・ 社会資本 
は 、 立場を問わず、 比較的容易に 同意 

ストックの概略金額 (2000 年度 ) 
を 得ることができる。 これまでも、 現   

場 レベルでの対応は 行われてきた。 し ㎏ 業   社会資本 2 千兆円     
      

    産業機械・設備， 4.7 百兆円 笘送 機械           

源の配分が行われているとはいえない。 
  

建築物     

5.4 百兆円 その結果、 事故 (X ネルギー供給や プ                                                                                                                                     
ラントの停止等 ) や 不具合 ( 橋梁 やト               ( 民間住宅 ) 

シ ネ 、 ル 壁の崩落や亀裂等 ) という問題                               4.5     百兆円                                                             
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が 生じている。 更に、 これまで維持管理 

を支えてきた 人材が中高年に 達して現場 

( 図 2 ) 日本の産業資本・ 社会資本 ス @ 
ックの物量概略 (2000 年度 ) 

を 去りっ っ あ る。 

このことは、 課題が認識しやすいも 

のであ ることと、 必要なタイミンバで 
実行に移すこととの 間にギャップが あ 

ることを示している。 「頭では分かる、 

技術的に手がつけられないという 困難 

なモノでもない、 しかし、 実際の行動 

につながらない」 という状態であ る。 

3 . 課題・問題点の 要因分析 ( 原因 ) 

①メンテナンスの 必要性と効果を 

判断するための 知見 ( 例えば 測 

（産業機械・ 設備、 械
 

定 データ と 金寿命の関係 ) が 
( 図 3 ) メンテナンスシステム 導入 

十分解明されてれない。 
( 長寿命化 ) による廃棄物抑制効果 

②社会的な対応 ( 例えば・ 技術 450 

を中心とした 視点 く 技術に経 

済を含めた視点 く 施設のライ 
400  ・‥，長寿命化しない 場合                                                             ・ /.   

フサイクルを 考慮した視点 く       廃棄物に関わる 外部不経済を 全 250                                                                                                                                                                                                       含めた視点 ) が明確ではない。 皿 0 月 2 0 
③市場原理が 働くモデルがない。 Ⅰ 50                                                                                                                                                                 

( 例えばステークホルダの 範 Ⅰ 00                                                                                                                                                                                 

囲を定義して、 それらが取組 50                                                                                                                                                                   

む動機を持っようなメカニズ 0 

ムを 作る ) 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 
ということが 原因として考えられる。 年度 

4 . 対応策の検討 
前述のような 現状を考えると、 関係するビジネスサイクルを 起動させることと 

考えられる。 それには、 ①課題の整理、 ②対応のためのビジネスモデルの 構築、 

③それらを行動に 移すための仕組みの 考案が必要であ る。 

本調査では②と③を 中心に検討を 行った。 その際従来の 調査が技術的な 課題 

に傾きがちであ ったことを踏まえ、 他の分野も見渡しながら、 真の障壁の発見と 

課題の構造の 解明に努めた。 検討結果を以下に 示す。 

(1) 構造物の長寿命化 ( リ デュース ) を通じて循環社会の 実現に貢献する。 
図 3 で明らかなよさに 現状を放置すると、 産業施設や社会インフラの 更新によ 

る廃棄物は 2 0 3 5 年には 4 億トン / 年 ( 現状の産業廃棄物総量と 等しい ) にも 

上る。 長寿命化の対応をすると、 2 0 3 5 年には Ⅰ エ 5 億トン / 年 となり 6 4 % 

抑制される。 

(2) 製造業の国際的な 競争力の再構築に 資する。 
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図 4 に示すのは典型的なプラントの 建設から運転・ 保守の流れに 新規高度なメ 
ンテナンスシステムを 付加したものであ る。 この中の長期保全計画以降のループ 
および診断結果を 設計に戻すということはまだ 普及しておらず 国際社会に先駆け 
て実施に移れれば 国際競争力の 強化に繋がる 可能性が高い。 
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( 図 4 ) 国際競争力強化ビジネスモデ   
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(3) 高度なメンテナンスに 関する新しい 事業機会の創出 
メンテナンスが 高度化することにより 事業が促進又は 新規に創出されるビジネ、 

スモデルとして① 0 8 M ビジネス、 ②施設や設備の 資産管理請負ビジネス、 ③ コ 
ンサルタントビジネス、 ④メンテナンス 用計測器やシステムの 製造販売ビジネス、 
⑤補修ビジネス、 ⑥保険ビジネス、 が考えられる。 この内高度化による 事業機会 

が 多くなると思われるものは、 ①の 0 8 M ビジネス、 ②のアセットマネージメン 
トによる資産管理ビジネス、 ③のコンサルタントビジネスであ る。 表 1 に検討の 
概要を示す。 

( 表 1 ) メンテナンス 関連事業機会 

 
 

事業主体 コアドメイン 事 業 創 出・拡 大 
プラント E P C 事業 ・コアドメインの 下流への事業拡大 
メーカ ( 納入したプラントの 運転および 

メンテナンスの 請負 ) 

・同種および 多種プラントへの 水平 

展開による事業拡大 
・将来的に独立専業企業となる 

補修会社 補修事業 ・補修の高度化によりメンテナンス 
計画を含む全事業の 請負 
・診断技術等による 将来型予防保全 
事業全般の請負 

新規企業 P@ F@ I   P F I によるメンテナンス 請負事業 

( 表 1 ) メンテナンス 関連事業機会 
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一 。 """ コアドメイン 事 業 創 出・拡 大 
資産管 機械メンテ メンテナンス ・機械メンテナンスの 水平展開による 
理 請負 ナンス 事業 事業拡大 
ビジネス 請負業 ・建物を含んだ 総合メンテナンス 事業 

ビル管理 ビル管理事業 ・不動産管理、 ビル管理から 総合 

会社 資産管理事業への 拡大 
警備保障 警備事業 ・警備事業から 機械設備を含む 
会社 全資産管理事業への 拡大 

コンサル 補修の メンテナンス ・保全計画、 損傷・金寿命診断等 
タント 専門企業 事業 コンサルタント 事業への事業拡大 
ビジネ、 ス エンジニア E P C 事業 ・同上 

リング会社 

新規企業 開発技術 ・大学、 企業での開発成果の 事業化 
5 . 今後の取組み 
今後の 1 0 年にわたる行動計画を 表 2 に示した。 技術・ 学術、 人材、 産業、 行 
政 、 5 分野の広い範囲でのアプローチが 重要であ る。 
メンテナンスの 問題は、 ニーズ主導の 時代において 経済や産業の 寄与のあ り方 

が 問われている。 社会的課題の 市場ニーズへの 転換のために 社会構造や政策の 変 
革 が必要となってきている。 それに対応できれば 成熟社会にイノベーションをも 
たらす可能性があ る。 

( 表 2 ) 年度工程表 

  
0 分野別 且 Ⅰへの方針と 

  2003 プロバラム疾足 

        
ウ市牡の構造・ 規棋 の田主 

策定 ウ 0 現状自立 学会乱立 技 研究 曲 ( ( 大学・ギ金・ 研究者・研究 申甘会没 Ⅰ め会捺 チ 一 で ) ) 杭度 ウ寅格 手の現状Ⅰ 在 金高度メンテナンス ピジョン・アク "" 産     棄の プロバラム           0 現行甘皮田斉 と括劫 方針策定 
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  2006 0 劣化昇任技術指針 束定 0 牛口体系のを 宙 

0 学会組 俺 の 牡充 
  2007 システムに棄と 実柱 杖恩 

今 大半音 庄汝 Ⅰ 活肋 

  2008                     リスク 且価 技術 ウ 学会の法人化 0 大学の音 庄設 Ⅰ 

0% 皮   システムの正式 追用         今 森夫支援   伎遣 ね度の胡 定 

今 第二次広報活 助 ( 新 しい方向 ) 

0 睡字 連携強化策の 検討 
ウ 有産活用の啓 荘       

ウ メンテナンス 乗法の甘 定 

@JBISB->@-A(DBtt giffla 今 既存全文辞 による第二次新金文也 月成 とべンチャ一 出             ウ 地方の厄用名犬 1% 仮 "  " 化 )   
  

0 字 会 全日大会 ( 毎年 ) 
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ウ 第三次忠 穏活助 

技 布目完の進展や 各色 杓               安全社会 ) 
庄 の 定右 により． 新シス 
テムのお 入 ．新企業の創 

出 迫 を定若させ・コスト ． 地 杖柱済の活性化． 制 今医案支援   伎遣れ 度の見直し 

五月の出欠等を 具体化 

今促進センター 廃止 ( 業務移管 ) 
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